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「核の傘」依存低減に向けて
～非核保有国の政策～



「核の傘」依存国とは何か

1. 多国間・成文化モデル：北大西洋条約機構（NATO）

2. 二国間・成文化モデル：日米安保体制、米韓安保体制

3. 二国間・非成文化モデル：米豪（ANZUS）体制

拡大核抑止への依存 NPT上の核軍縮義務



「核兵器禁止条約」成立過程における
「核の傘」依存国の動向

1. ノルウェー：人道アプローチ支持から否定へ ← 政権交代

2. 日・豪等の多数派：一貫して反対 ← 安全保障上の懸念

3. オランダ：参加のうえ反対 ← 国内世論の圧力



オーストラリアと「南太平洋非核地帯」（ラロトンガ条約）

1. ANZUSとラロトンガ条約：「核の傘」と「非核」の相克

・米国の姿勢
・国内情勢
・周辺国との信頼関係

2. 「核依存」と「非核地帯」：メリットとデメリット

・「核の傘」のコスト

3. オーストラリアの安全保障政策

・直接の脅威の不在
・国内情勢と「惰性」



消極的安全保証の意義と役割

1. 非核兵器国に対する核兵器の使用および威嚇の禁止

・NPT上の非核兵器国への代償

2. 消極的安全保証の現状と限界

・一方的宣言と法的不安定

3. 非核兵器地帯と消極的安全保証：選択議定書

・法的拘束力を求めて



核抑止過剰依存とそのリスク認識

1. 「核抑止」効果の評価

・客観的評価の困難

2. 拡大核抑止のリスク

・米の核政策、北朝鮮の姿勢、先制攻撃の可能性、
非人道的行為の誘発、EMP攻撃、MDによる軍拡の誘発

3. 過剰な核抑止への依存の回避

・先制不使用の検討
・通常戦力による対応への移行



北東アジア非核化への包括的アプローチ
再検証と今後の対応

1. 北東アジア非核兵器地帯構想

2. 北東アジアの平和と安定へ向けた包括的アプローチ

3. 北東アジア非核兵器地帯と拡大核抑止

・短期的な整合性と長期的展望
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北東アジアにおける信頼醸成
～トラック2の活用の可能性～



北東アジアの国際情勢

1. 米中ロの摩擦

2. 日中韓の緊張

3. 北朝鮮による核・ミサイル開発



北東アジアの安全保障における特殊性

1. グローバルレベルでの緊張と地域レベルでの対立

2. 地域レベルでの安全保障枠組みの不在

3. 新興核兵器保有国としての北朝鮮



北朝鮮の核開発問題：手詰まりという現状

1. 六カ国協議の再開は？

2. 二カ国間の協議は可能か？
「戦略的忍耐」の失敗

3. 対北朝鮮政策の調整はどこでできるのか？



2. 各国の政策に影響を与える

3. 様々な形態

1. 非公式（非政府）の国際的な協議

「トラック2」とは何か？



「トラック2」の実績

1. パグウォッシュ会議：冷戦期の米ソ軍備管理交渉

・米ソ間での科学者による技術的な意見交換→検証制度の構築

2. アジア太平洋安全保障協力会議（CSCAP）
・ASEANという地域枠組み

・「トップ・ダウン」と「ボトム・アップ」の組み合わせ



北東アジアにおける「トラック2」の試み

1. 北東アジア平和協力構想(NAPCI)
・トラック1、トラック1.5、トラック2の並行の試み

・非伝統的安全保障分野優先のアプローチ
・「韓国主導」からの脱却へ向けて

2. パグウォッシュ会議東アジアグループ
・「パグウォッシュ会議」の国際的な信用
・トラック1との連携の模索



北東アジアにおける「トラック2」の問題点

1. 「トラック1」への影響を与えうるか？
2国間、多国間枠組み

2. 「トラック2」に対するインプットの弱さ

3. 北朝鮮に対する「トラック2」のアプローチ：
接触は可能か？



第3部 「非核化の検証」と科学技術の役割

鈴木達治郎、全 炳徳 （長崎大学）

永井雄一郎（日本大学）、堀尾健太（東京大学）
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1. 核軍縮における「検証」の現状と課題(1)

• 完璧（100%）な検証はありえない→検証の目的は「違反の抑止」

• 検証の機能（John Carlson, 2009)

1. 検知されることのリスクが違反を抑止し、条約に規定された活動
規範を強化する

2. 申告施設の活動を制限することにより、検証は違反者にとっての
障壁を高くする

3. さらに重要な点として、検証は違反者（違反活動）を客観的に認
定するメカニズムを提供し、制裁を科す必要があるときの重要な
根拠となる。
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1. 核軍縮における「検証」の現状と課題(2)

• 核軍縮の検証をめぐる歴史的経緯と展望
• 米・ソ（ロシア）核軍縮では「国家検証手段」（NTM)が中心
• INF条約、START条約で相互検証措置を導入

• 核物質の検証措置でIAEAを含む「三者間イニシャティブ」を検討も未採用

• 非核保有国が参加する検証措置の検討：
• UK-NIイニシャティブ、「核軍縮の検証に関する国際パートナーシップ（IPNDV)」ー
機微な情報の扱いが大きな課題

• 核兵器の禁止と検証
• 核兵器禁止条約ー詳細は未定、「能力のある検証機関」を設置
• 非核兵器地帯（次ページ）

• 大量破壊兵器の軍縮にかかわる他の検証制度
• CTBT－①国際監視制度（IMS）、②協議および説明、③現地査察（OSI）、
④信頼醸成措置（CBM）の4つ

• CWCー化学兵器禁止機関（OPCW, Organization for Prohibition of Chemical 
Weapons）、３つの議定書
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4



２．衛星監視技術の利用可能性（１）
（１）リモートセンシング衛星技術の最新動向

• 商業利用が可能なリモートセンシング衛星の世界的な発展と合成開口レーダー
（Synthetic Apeture Radar）を用いたリモートセンシング衛星のデータ利用も可
能。全天候型で雲の影響を受けず、また夜間であっても衛星データを取得できる
ことが大きな利点

• 小型・超小型衛星の発展

（２）軍縮・不拡散分野における衛星技術の活用例
• 軍縮検証技術としてのリモートセンシング衛星：冷戦時代の国家検証手段として
不可欠の役割

• IAEAにおける活用事例：イラン、シリア、北朝鮮などすでに柔軟に活用。人材・
費用負担で課題。

• CTBTにおける事例：費用、技術的制約、制度上の課題で未導入

• リモートセンシングの将来の利用可能性と課題：人材、費用分担、検証制度とし
ての位置づけ
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２．衛星監視技術の利用可能性（２）

（３）北東アジア非核化における
利用可能性

• 干渉合成開口レーダ（InSAR)に
よる分析ー核実験による地殻変
動の変化監視（右図）
• 核実験が行われた地域の広い範囲
において山崩れや地滑りのような
痕跡が読み取れる。

（全 炳徳、2017）

本研究のために使用した ESA の Sentinel データ 

Area      Dataset                                                                           

Punggye-ri、 S1B_IW_SLC__1SDV_20170829T213026_20170829T213053_007160_00C9E7_617F.zip 

North Korea S1B_IW_SLC__1SDV_20170910T213026_20170910T213053_007335_00CF07_6DE9.zip 

 

 
 

北朝鮮による 6 回目の核実験後の核実験周辺の地殻変動 

Displacement in cm 

COPERNICUS/ESA/RECNA 

Tunnel entrance 

0     0.5     1 km  

Nuclear test area 
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３．ブラジル・アルゼンチン共通核物質管理機関
（ABACC)と地域核物質検証制度の可能性

（１）ABACC成功の要因分析と教訓
• 民主化と二国間関係の安定化

• 原子力開発での共通の利益、軍事プログラムへの相互懸念

• 相互査察のメリット（IAEAへの不信）

• トラテロルコ条約批准への貢献、地域信頼醸成への貢献

（２）北東アジアにおける地域核物質検証制度の可能性
• 原子力開発先進国である日韓での導入可能性

• 非核兵器地帯設立後の地域査察制度の可能性

• 地域信頼醸成への貢献
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４．北東アジア非核兵器地帯の検証制度とその課題

（１）北朝鮮の非核化プロセスの検証
• 参加してから核廃棄：地域査察・検証制度の可能性。核兵器禁止条約
にも有益な前例となる可能性。

（２）核兵器国の監視と検証可能性
• 透明性向上と信頼醸成措置（ex.「消極的安全保証」の信頼性向上）

• 衛星監視技術を利用した核兵器国監視

（３）原子力平和利用への追加的信頼醸成措置
• 地域相互査察制度

• 核燃料サイクルの多国間管理（濃縮ウラン備蓄、プルトニウム管理）

• 核燃料サイクルの地域合意（イラン合意の例、朝鮮半島非核化宣言）
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第3部のまとめ
1. 核軍縮の検証措置について、既存国際機関の検証ノウハウを十分

取り入れ、非核保有国の参加も含めた検証措置の開発に取り組む
こと。

2. 衛星監視技術の進展は目覚ましく、核軍縮・不拡散の検証の可能
性をさらに検討すべき。導入に際しての課題（人材育成、費用負
担、制度設計等）の検討を進める。

3. 地域相互査察制度は地域の信頼醸成に貢献する。原子力平和利用
のみならず、北朝鮮の非核化や核軍縮検証への適用も検討する価
値がある。

4. 北東アジア非核兵器地帯での検証措置の課題として：①北朝鮮の
非核化検証②核保有国への監視と透明性・信頼性向上③地域の原
子力平和利用、特に核燃料サイクルの地域相互信頼醸成措置、の3
点が重要。
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